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令 和 3 年 3 月 4 日 

公益財団法人日本スポーツ協会 

国 民 体 育 大 会 委 員 会 

 

 

国民体育大会記録情報処理システムの指定について 

 

 

本大会開催県実行委員会における競技成績の発表等大会の記録に係る業務（以下「記録業務」という。）

については、「国民体育大会記録情報処理要項」（別添参考 1、以下「記録処理要項」という。）に基づき取

り進めることとなっている。 

本委員会は、第 77回国民体育大会（栃木県）において開催県実行委員会が記録業務を行う上で使用する

システム（ハードウェア、ソフトウェア及びその運用・管理等を含む）について、当該業務の安定的かつ

円滑な実施に資するため、記録処理要項第 3項に基づき業績、性能、安定性、経済性等を総合的に判断し、

下記のとおり「国民体育大会記録情報処理システム」を指定する。 

 

1. 指定対象システム（事業者） 

一般社団法人共同通信社 国体記録処理システム 

※ 「国民体育大会記録情報処理システムの指定に係る手続きについて」（別添参考 2）第 1項（2）

に定める期限（記録業務への参入を予定する大会の前々年 10 月末）までに、他の事業者より

指定を希望する旨の申請がなかったことから、指定対象は上記事業者のシステムとなる。 

 

2. 指定対象システムの評価 

当該システムについては、「国民体育大会記録情報処理システムの指定に係る手続きについて」第 1

～3 項により、当協会システムコンサルタント及び近年の開催各県等外部の第三者による評価に基づ

き、以下の（1）～（5）の観点を踏まえて総合的に評価した。 

 

(1) 当該事業者は、国体あるいはその他のスポーツ競技大会における競技成績等記録の情報処理

について業績を有し、業務の遂行に充分な能力を有しているか。 

（評価） ➢ 当該事業者は、1971年の第 26回国民体育大会より開催県からの委託を受けて記録業

務に携わっており、十分な業績と能力を有している。 

➢ 近年の開催各県から、当該事業者のシステム及びノウハウを活用することにより、

円滑に業務を実施できたとの評価を得ている。 

 

(2) 当該事業者のシステムが、国民体育大会記録情報処理要項に定める記録等情報の発表、総合

成績の算出を行うにあたり充分な機能を有しているか。 

（評価） ➢ 当該事業者のシステムについては、当協会システムコンサルタント及び近年の開催

各県より業務の実施に充分な機能を有しているとの評価を得ている。 
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(3) 経済性の観点から効率的で適正なシステムの構築並びに運用がなされているか。 

（評価） ➢ 当該事業者のシステムは、通信社としての当該事業者の業務と国体の記録業務を可

能な限り共通化して実施することに加え、当協会システムコンサルタントより経費

面からも効率的なシステムの構築がなされているとの評価を得ている。 

 

(4) システムダウン等のトラブルへの対策は充分になされているか。 

（評価） ➢ 当協会システムコンサルタントより、サーバの二重化等一般的なレベルでの対策が

なされており、障害発生の可能性は極めて少ないと判断できるとの評価を得ている。 

 

(5) その他記録業務を行うにあたり必要な内容を具備しているか。 

（評価） ➢ 当協会システムコンサルタント及び近年の開催各県から、記録業務を実施する上で

支障をきたすと思われるような問題点についての指摘はなされていない。 

 

3. その他 

(1) 当該事業者のシステムについては、「国民体育大会記録情報処理システムの指定に係る手続きにつ

いて」第 4項に基づき、その基本設計・仕様・経費等に変更がない場合、あるいは変更内容が軽微

なものであり本委員会が特に問題ないと認める場合については、同手続き第 1項に定める審査を省

略して次大会以降も指定を継続できるものとする。 

(2) 本件については、冬季大会には適用しない。 



 

資料 No.3-1-参考 1 

国民体育大会記録情報処理要項 

 

 

１ 目的 

国民体育大会における競技成績等記録の情報処理を適切に行い、円滑に発表するために本要

項を定める。ただし、冬季大会については本要項の対象としない。 

 

２ 記録業務 

第 1 項に定める目的を達成するための業務全般を記録業務といい、以下の業務を行うものと

する。 

（1） 記録本部の設置 

開催都道府県実行委員会（以下「開催県実行委員会」という。）は、記録本部を設置する。 

（2） 記録情報の収集 

開催県実行委員会は、中央競技団体等と連携し、競技成績等の記録を迅速に各競技会場よ

り記録本部に収集する。 

（3） 記録情報の発表 

(a) 開催県実行委員会は、記録情報を次の事項毎に分類し、報道関係機関及びインターネ

ット上に発表する。ア（競技結果のみ）、イ、カ（天皇杯・皇后杯得点のみ）、クにつ

いては、携帯電話等でも閲覧可能な形式とする。 

ア 競技日程・競技結果 

イ 都道府県別競技結果 

ウ トーナメント表 

エ 決勝記録一覧 

オ 新（タイ）記録一覧 

カ 総合成績一覧 

・ 天皇杯・皇后杯得点 

・ 競技別総合成績 

・ 競技別種別得点 

・ 季別総合成績 

キ プログラム訂正・連絡物  

ク お知らせ 

ケ 翌日の対戦組み合わせ等 

コ その他開催県が必要とする事項 

(b) 競技結果に関する情報は、原則として競技団体による記録の提供から 30分程度で発

表する。 



（4） 総合成績の算出、帳票作成 

開催県実行委員会は、総合成績の算出を行い、次の帳票を作成する。 

ア 天皇杯・皇后杯総合得点一覧表       【様式例 1】 

イ 男女総合成績（天皇杯得点）一覧表     【様式例 2】 

ウ 女子総合成績（皇后杯得点）一覧表     【様式例 3】 

エ 男女総合成績（天皇杯参加得点）一覧表   【様式例 4】 

オ 女子総合得点（皇后杯参加得点）一覧表   【様式例 5】 

カ 競技別男女総合成績一覧表         【様式例 6】 

キ 競技別女子総合成績一覧表         【様式例 7】 

ク 種目別得点集計表             【様式例 8】 

（5） 成果物 

(a) 開催県実行委員会は、第 2項（3）‐（a）に定める記録情報の成果物を大会終了後、

公益財団法人日本スポーツ協会（以下「日本スポーツ協会」という。）との協議によ

り決められた期間内に日本スポーツ協会へ提出する。 

(b) 開催県実行委員会は、第 2項（4）において作成した帳票を大会終了後、日本スポー

ツ協会へ速やかに提出する。 

（6） 大会終了後の記録の公開 

開催都道府県は、日本スポーツ協会との協議に基づき大会終了後一定期間、競技成績等記

録の情報をインターネット上に引き続き公開する。 

 

３ 国民体育大会記録情報処理システムの指定 

（1） 第 1 項に定める目的を達成するためのハードウェア、ソフトウェア及び運用・管理等を

含め構築されたものを国民体育大会記録情報処理システム（以下「国体記録システム」

という。）という。 

（2） 日本スポーツ協会は、開催県実行委員会における記録業務が安定的かつ円滑に行われる

よう、外部の第三者に依頼してシステムの評価を行い、その報告を受けて国民体育大会

委員会において業績、性能、安定性、経済性等を総合的に判断し、優秀なシステムを国

体記録システムとして指定する。 

（3） 開催県実行委員会は、日本スポーツ協会が指定した国体記録システムを用いて記録業務

を行うものとする。 

（4） 国体記録システムの指定に関しては、別紙「国民体育大会記録情報処理システムの指定

に係る手続きについて」に基づき行うものとする。 

 

４ その他 

本要項は、必要に応じ見直すものとする。 

 

＜附則＞ 

（1） 本要項は、平成 19年 3月 7日に制定、同日より施行する。 

（2） 本要項は、平成 20年 8月 27日に改定、同日より施行する。 

（3） 本要項は、公益財団法人日本体育協会の設立の登記の日（平成 23年 4月 1日）から施

行する。 

（4） 本要項は、平成 30年 4月 1日に改定、同日より施行する。 
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国民体育大会記録情報処理システムの指定に係る手続きについて 

 

国民体育大会記録情報処理要項第 3 項に定める「国民体育大会記録情報処理システムの指定」

については、下記に基づき行うものとする。 

 

１．手続きの流れ 

(1) 国民体育大会記録情報処理システム（以下「国体記録システム」という。）の指定にあ

たり、公益財団法人日本スポーツ協会（以下「日本スポーツ協会」という。）は、事業者

に対し広く周知を図り、募集を行うものとする。 

(2) 国体記録システムの指定を希望する事業者（以下「当該事業者」という。）は、国体に

おける記録業務への参入を予定する大会の前々年 10 月末までに「国体記録システム指

定希望申請書」（様式 1）並びに「事業計画書」（様式 2）を日本スポーツ協会へ提出す

る。 

(3) 当該事業者は申請にあたり、日本スポーツ協会がシステムの評価を行う際に必要な資料

（基本設計書・仕様書等システムの内容について示す資料、システムの使用・運用等記

録業務の実施に要する全ての経費について示す資料等）を併せて提出する。 

(4) 日本スポーツ協会は、外部の第三者によるシステムの評価等を基に、国民体育大会委員

会（以下「国体委員会」という。）において業績、性能、安定性、経済性等を総合的に審

査し、優れたシステムを国体記録システムとして指定する。なお、国体記録システムの

指定は、複数のシステムに対して行うことができるものとする。 

(5) 日本スポーツ協会は審査結果について、当該事業者が参入を予定する大会の前年 4 月末

までに、当該事業者および開催都道府県実行委員会（以下「開催県」という。）に対し

通知する。 

 

２．指定に係る審査の観点 

国体委員会では、国体記録システムの指定の適否を判断するにあたり、以下の点を踏まえて

審査を行う。 

(1) 当該事業者は、国体あるいはその他のスポーツ競技大会における競技成績等記録の情報

処理について業績を有し、業務の遂行に充分な能力を有していること。 

(2) 当該事業者のシステムが、国民体育大会記録情報処理要項に定める記録等情報の発表、

総合成績の算出を行うにあたり充分な機能を有していること。 

(3) 経済性の観点から効率的で適正なシステムの構築並びに運用がなされていること。 

(4) システムダウン等のトラブルへの対策は充分になされていること。 

(5) その他記録業務を行うにあたり必要な内容を具備していること。 

 

３．審査時におけるシステムの評価 

(1) システム本体（ハードウェア及びソフトウェア）に係る評価について 

日本スポーツ協会指定のシステムコンサルタントに依頼し、性能・経費等についての評

価を行う。なお、評価にかかる費用は当該事業者の負担とする。 

 

(2) システムの運用に係る評価について 

当該事業者が国体での業績を有する場合、当該事業者に記録業務を委託した開催都道府

県にその評価を依頼する。当該事業者が国体での業績を有しない場合は、国体以外のスポ

ーツ競技大会における業績等を勘案し評価を行う。 
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４．システム内容変更時の手続き 

(1) システムの基本設計・仕様・経費等に変更がある場合、当該事業者はその内容について

日本スポーツ協会へ速やかに届出を行うこと。 

(2) （1）の届出により、システムの内容に大きな変更があると国体委員会において判断し

た場合、当該事業者は第 1 項に定める手続きにより改めて審査を受けるものとする。 

(3) （1）の届出により、軽微な変更で国体記録システムとしての指定に問題がないと国体

委員会が判断した場合、当該システムについて審査を省略し継続して指定できるものと

する。 

(4) システムの基本設計・仕様・経費等に変更がない場合の届出は不要とし、審査を省略し

継続して指定できるものとする。 

 

５．業務終了後におけるシステムの評価 

日本スポーツ協会は、大会終了後、使用したシステムの運用面における評価（様式 3）を開催

県に対し依頼する。 

 

６．改善要求、指定の取り消し 

(1) 日本スポーツ協会は、開催県及びシステムコンサルタント等外部の第三者の評価を踏ま

え、必要に応じて当該事業者にシステムの改善等を要求することができる。 

(2) (1)に基づく改善要求に対し、事業者による速やかな対応がなされない場合、国体委員会

は指定を取り消すことができる。 

 

 

＜附則＞ 

(1) 本手続き内容については、平成 20 年 10 月 30 日より適用する。 

(2) 本手続き内容は、公益財団法人日本体育協会の設立の登記の日（平成 23 年 4 月 1 日）

より施行する。 

(3) 本手続き内容については、平成 27 年 11 月 11 日より適用する。 

(4) 本手続き内容については、平成 30 年 4 月 1 日より適用する。 

 



第1日 第2日 第3日 第4日 第5日 第6日 第7日 第8日 第9日 第10日 第11日

10/1 10/2 10/3 10/4 10/5 10/6 10/7 10/8 10/9 10/10 10/11
土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火

◎

◎

第1日 第2日 第3日 第4日 第5日 第6日 第7日 第8日 第9日 第10日 第11日

10/1 10/2 10/3 10/4 10/5 10/6 10/7 10/8 10/9 10/10 10/11

土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火

全種別 宇都宮市
カンセキスタジアムとちぎ
（栃木県総合運動公園陸上競技場）

5 ● ● ● ● ●

栃木県グリーンスタジアム 3 ● ● ●

宇都宮市河内総合運動公園陸上競技場 2 ● ●

さくら市 さくら市総合公園さくらスタジアム 2 ● ●

真岡市総合運動公園陸上競技場 4 ● ● ● ●

真岡市総合運動公園運動広場１ 2 ● ●

下野市 下野市大松山運動公園陸上競技場 3 ● ● ●

益子町 益子町南運動公園陸上競技場 2 ● ●

矢板運動公園陸上競技場 3 ● ● ●

矢板運動公園サッカー場 2 ● ●

那須塩原市 那須塩原市青木サッカー場グラウンドＢ 2 ● ●

栃木県総合運動公園テニスコート 4 ● ● ● ●

宇都宮市屋板運動場庭球場 4 ● ● ● ●

全種別 栃木市 谷中湖特設ボートコース 4 ● ● ● ●

今市青少年スポーツセンター人工芝競技場 5 ● ● ● ● ●

日光市ホッケー場 5 ● ● ● ● ●

成年男子
成年女子
少年男子

成年男子 佐野市 佐野市アリーナたぬま 4 ● ● ● ●

成年女子 鹿沼市 ＴＫＣいちごアリーナ（鹿沼総合体育館） 4 ● ● ● ●

少年男子 宇都宮市清原体育館 4 ● ● ● ●

少年女子 宇都宮市体育館 4 ● ● ● ●

男子
女子

栃木県総合運動公園メインアリーナ 5 ● ● ● ● ●

宇都宮市体育館 2 ● ●

栃木県立宇都宮工業高等学校体育館 1 ●

成年男子
少年男子
女子

全種別 千葉市 千葉市稲毛ヨットハーバー 4 ● ● ● ●

成年男子
少年男子
女子

マルワ･アリーナとちぎ
（栃木市総合運動公園総合体育館）

5 ● ● ● ● ●

学校法人國學院大學栃木学園第二体育館 2 ● ●

日立栃木体育館 2 ● ●

下野市 下野市石橋体育センター 5 ● ● ● ● ●

野木町 野木町立野木中学校体育館 3 ● ● ●

トラック・レース 宇都宮市 宇都宮競輪場 4 ● ● ● ●

ロード・レース 那須町 那須町特設ロードレースコース 1 ●

全種別 那須塩原市
石川スポーツグラウンドくろいそ（那
須塩原市くろいそ運動場）テニスコー
ト

4 ● ● ● ●

全種別 鹿沼市 ＴＫＣいちごアリーナ（鹿沼総合体育館） 5 ● ● ● ● ●

栃木県総合運動公園硬式野球場 4 ● ● ● ●

宇都宮清原球場 4 ● ● ● ●

日光市 日光市日光運動公園野球場 1 ●

小山市 小山運動公園野球場 2 ● ●

矢板市 矢板運動公園野球場 1 ●

益子町 益子町北公園野球場 2 ● ●

成年男子
少年男子
成年男子
成年女子
少年

全種別 上三川町 上三川町体育センター 4 ● ● ● ●

成年男子
少年男子
女子

● ●●

● ●

フェンシング

柔道 宇都宮市 栃木県総合運動公園武道館 3

● ● ●馬術 那須塩原市 地方競馬教養センター 5

● ●

宇都宮市

相撲 大田原市 栃木県立県北体育館 3 ●

自転車
成年男子
少年男子
女子

ソフトテニス

卓球

軟式野球 成年男子

● ●

ハンドボール 全種別

栃木市

● ● ●

セーリング

ウエイトリフティング 小山市 小山市立体育館 5

● ● ●レスリング 足利市 足利市民体育館 4 ●

●

バスケットボール 全種別 宇都宮市

体操 トランポリン 茂木町 茂木町民体育館 1

● ●

バレーボール ６人制

宇都宮市

● ● ●ボクシング 日光市 日光市大沢体育館 5

テニス 全種別 宇都宮市

ボート

ホッケー 全種別 日光市

陸上競技

サッカー

成年男子
宇都宮市

少年男子

真岡市

少年女子
矢板市

【正式競技】

競技（種目） 種別 会場地 競技会場
競技
日数

第77回国民体育大会 競技会会期【栃木県】

式 典 会場地 会　場

総 合 開 会 式
宇都宮市

カンセキスタジアムとちぎ
（栃木県総合運動公園陸上競技場）総 合 閉 会 式

資料No.3-2



第1日 第2日 第3日 第4日 第5日 第6日 第7日 第8日 第9日 第10日 第11日

10/1 10/2 10/3 10/4 10/5 10/6 10/7 10/8 10/9 10/10 10/11

土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火

成年男子 黒羽運動公園多目的運動場 3 ● ● ●

美原公園野球場 3 ● ● ●

美原公園第２球場 3 ● ● ●

少年女子 大田原グリーンパーク 3 ● ● ●

足利市総合運動場硬式野球場 3 ● ● ●

足利市総合運動場軟式野球場 3 ● ● ●

全種別 大田原市 栃木県立県北体育館 4 ● ● ● ●

50m、10m･ＡＰ 全種別 栃木県ライフル射撃場 4 ● ● ● ●

少年男子
少年女子

ＣＰ 成年男子 栃木県警察学校射撃場 3 ● ● ●

全種別 宇都宮市 栃木県総合運動公園武道館 3 × ● ● ●

成年男子

女子

佐野市運動公園陸上競技場 4 ● ● ● ●

佐野市運動公園多目的球技場 4 ● ● ● ●

リード 3 ● ● ●

ボルダリング 3 ● ● ●

スプリント 全種別 栃木市 谷中湖特設カヌー競技場 4 ● ● ● ●

スラローム 成年男子 2 ● ●

ワイルドウォーター 成年女子 2 ● ●

全種別 那須烏山市 那須烏山市緑地運動公園多目的競技場 3 ● ● ●

全種別 小山市 栃木県立県南体育館 3 ● ● ●

成年男子
少年男子
成年女子
少年女子

全種別 足利市 足利スターレーン 5 ● ● ● ● ●

成年男子 ホウライカントリー倶楽部 2 ● ● ●

少年男子 西那須野カントリー倶楽部 2 ● ● ●

女子 塩原カントリークラブ 2 ● ● ●

成年男子
成年女子

【正式競技（会期前実施競技）】

第1日 第2日 第3日 第4日 第5日 第6日 第7日 第8日 第9日 第10日

9/10 9/11 9/12 9/13 9/14 9/15 9/16 9/17 9/18 9/19

土 日 月 火 水 木 金 土 日 月

競泳 全種別 3 ● ● ●

飛込 全種別 3 ● ● ●

ｱｰﾃｨｽﾃｨｯｸｽｲﾐﾝｸﾞ 少年女子 1 ●

少年男子
女子
男子
女子

体操競技 全種別 宇都宮市 栃木県総合運動公園メインアリーナ 4 ● ● ● ●

新体操 少年女子 小山市 栃木県立県南体育館 2 ● ●

少年男子
少年女子

近的 4 ● ● ● ●

遠的 3 ● ● ●

※全種別（成年男子、成年女子、少年男子、少年女子）

【特別競技】

第1日 第2日 第3日 第4日 第5日 第6日 第7日 第8日 第9日 第10日 第11日

10/1 10/2 10/3 10/4 10/5 10/6 10/7 10/8 10/9 10/10 10/11

土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火

硬式 － 宇都宮清原球場 3 ● ● ●

軟式 － 栃木県総合運動公園硬式野球場 3 ● ● ●

【公開競技】

－ 大田原市 栃木県立県北体育館 2 ～

－ 鹿沼市 ＴＫＣいちごアリーナ（鹿沼総合体育館） 2 ～

－ 芳賀町 芳賀町第二体育館 3 ～

－ 那珂川町 小川総合福祉センター園地 2 ～

－ 高根沢町 高根沢町町民広場 2 ～グラウンド・ゴルフ ９月１７日（土） ９月１８日（日）

パワーリフティング ９月１７日（土） ９月１９日（月）

ゲートボール ９月　３日（土） ９月　４日（日）

綱引 ６月２５日（土） ６月２６日（日）

武術太極拳 ９月２４日（土） ９月２５日（日）

競技（種目） 種別 会場地 競技会場
競技
日数

競技日程

競技（種目） 種別 会場地 競技会場
競技
日数

高等学校野球 宇都宮市

弓道 全種別 宇都宮市 栃木県総合運動公園武道館

● ● ●

体操

バレーボール ﾋﾞｰﾁﾊﾞﾚｰﾎﾞｰﾙ 足利市 足利市特設ビーチバレーボール会場 4 ●

ｵｰﾌﾟﾝｳｫｰﾀｰｽｲﾐﾝｸﾞ 市貝町 塩田調整池特設ｵｰﾌﾟﾝｳｫｰﾀｰｽｲﾐﾝｸﾞ競技場 1 ●

4 ● ● ● ●

水泳

宇都宮市 栃木県総合運動公園屋内水泳場

水球 小山市 栃木県立温水プール館

競技（種目） 種別 会場地 競技会場
競技
日数

トライアスロン 那須塩原市 戸田調整池周辺特設コース 1 ●

ボウリング

ゴルフ 那須塩原市

● ●なぎなた 栃木市
関東ホーチキにしかた体育館
（栃木市西方総合文化体育館）

3 ●

● ● ●3

カヌー
塩谷町 鬼怒川特設カヌー競技場

アーチェリー

空手道

銃剣道 壬生町 栃木県立壬生高等学校体育館

少年男子

スポーツ
クライミング

全種別 壬生町 壬生町総合運動場特設会場

● ● ● ●

●

剣道

ラグビーフットボール 佐野市

（仮称）佐野市運動公園運動広場 4

● ●ライフル射撃 宇都宮市ＢＲ･ＢＰ 栃木県総合教育センター体育館 3

ソフトボール

大田原市成年女子

少年男子 足利市

バドミントン

競技（種目） 種別 会場地 競技会場
競技
日数



R3(2021)年３月４日時点

会場地 式典会場 備　考

宇都宮市
うつのみやし カンセキスタジアムとちぎ（栃木県総合運動公園陸上競技場）

１．正式競技

種　別 会場地 競技会場 備　考

全種別 宇都宮市
うつのみやし カンセキスタジアムとちぎ（栃木県総合運動公園陸上競技場）

全種別

全種別

少年女子

少年男子

女子

男子

女子

栃木県グリーンスタジアム

宇都宮市河内総合運動公園陸上競技場

さくら市
し さくら市総合公園さくらスタジアム

真岡市総合運動公園陸上競技場

真岡市総合運動公園運動広場１　

下野市
しもつけし 下野市大松山運動公園陸上競技場

益子町
ましこまち 益子町南運動公園陸上競技場

矢板運動公園陸上競技場

矢板運動公園サッカー場

那須塩原市
なすしおばらし 那須塩原市青木サッカー場グラウンドＢ

栃木県総合運動公園テニスコート

宇都宮市屋板運動場庭球場

全種別 栃木市
とちぎ し 谷中湖特設ボートコース

今市青少年スポーツセンター人工芝競技場

日光市ホッケー場

成年男子

成年女子

少年男子

成年男子 佐野市
さ の し 佐野市アリーナたぬま

成年女子 鹿沼市
かぬまし ＴＫＣいちごアリーナ（鹿沼総合体育館）

少年男子 宇都宮市清原体育館

少年女子 宇都宮市体育館

少年男子

少年女子

全種別 宇都宮市
うつのみやし 栃木県総合運動公園メインアリーナ

少年女子 小山市
おやまし 栃木県立県南体育館

男子

女子

栃木県総合運動公園メインアリーナ

宇都宮市体育館

栃木県立宇都宮工業高等学校体育館

成年男子

少年男子

女子

全種別 千葉県
ちばけん

千葉市
 ち ば  し 千葉市稲毛ヨットハーバー

成年男子

少年男子

女子

マルワ･アリーナとちぎ（栃木市総合運動公園総合体育館）

学校法人國學院大學栃木学園第二体育館

日立栃木体育館

下野市
しもつけし 下野市石橋体育センター

野木町
のぎまち 野木町立野木中学校体育館

ハンドボール 全種別

栃木市
とちぎ し

セーリング

ウエイトリフティング 小山市
おやまし 小山市立体育館

バスケットボール 全種別 宇都宮市
うつのみやし

レスリング 足利市
あしかがし 足利市民体育館

体操

体操競技

新体操

トランポリン 茂木町
もてぎまち 茂木町民体育館

ボクシング 日光市
にっこうし 日光市大沢体育館

バレーボール

６人制

宇都宮市
うつのみやし

ビーチバレーボール 足利市
あしかがし 足利市特設ビーチバレーボール会場

矢板市
やいたし

テニス 全種別 宇都宮市
うつのみやし

ボート

ホッケー 全種別 日光市
にっこうし

オープンウォータースイミング
市貝町
いちかいまち 塩田調整池特設オープンウォータースイミング競技場

サッカー

成年男子
宇都宮市
うつのみやし

少年男子

真岡市
もおかし

少年女子

飛込

アーティスティックスイミング

水球 小山市
おやまし 栃木県立温水プール館

第77回国民体育大会（栃木県） 実施競技一覧

式　典

総合開・閉会式

競　技

陸上競技

水泳

競泳

宇都宮市
うつのみやし 栃木県総合運動公園屋内水泳場
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種　別 会場地 競技会場 備　考

成年男子

少年男子

女子 那須町
なすまち 那須町特設ロードレースコース

全種別 那須塩原市
なすしおばらし 石川スポーツグラウンドくろいそ（那須塩原市くろいそ運動場）テ

ニスコート
ネーミングライツ導入に伴う名称変
更

全種別 鹿沼市
かぬまし ＴＫＣいちごアリーナ（鹿沼総合体育館）

栃木県総合運動公園硬式野球場

宇都宮清原球場

日光市
にっこうし 日光市日光運動公園野球場

小山市
おやまし 小山運動公園野球場

矢板市
やいたし 矢板運動公園野球場

益子町
ましこまち 益子町北公園野球場

成年男子

少年男子

成年男子

成年女子

少年

全種別 上三川町
かみのかわまち 上三川町体育センター

成年男子

少年男子

女子

成年男子 黒羽運動公園多目的運動場

美原公園野球場

美原公園第２球場

少年女子 大田原グリーンパーク

足利市総合運動場硬式野球場

足利市総合運動場軟式野球場

全種別 大田原市
おおたわらし 栃木県立県北体育館

全種別 栃木県ライフル射撃場

成年男子 栃木県警察学校射撃場

少年男子

少年女子

全種別 宇都宮市
うつのみやし 栃木県総合運動公園武道館

成年男子 佐野市運動公園陸上競技場

少年男子 佐野市運動公園多目的球技場

女子 （仮称）佐野市運動公園運動広場

全種別 栃木市
とちぎ し 谷中湖特設カヌー競技場

成年男子

成年女子

全種別 那須烏山市
なすからすやまし 那須烏山市緑地運動公園多目的競技場

全種別 小山市
おやまし 栃木県立県南体育館

成年男子

少年男子

成年女子

少年女子

全種別 足利市
あしかがし 足利スターレーン

成年男子 ホウライカントリー倶楽部

少年男子 西那須野カントリー倶楽部

女子 塩原カントリークラブ

成年男子

成年女子

23市町 73会場

※全種別（成年男子、成年女子、少年男子、少年女子）、男子（成年少年共通）、女子（成年少年共通）、少年（男子女子共通）

トライアスロン 那須塩原市
なすしおばらし 戸田調整池周辺特設コース

37競技

 

なぎなた 栃木市
とちぎ し 関東ホーチキにしかた体育館

（栃木市西方総合文化体育館）

ボウリング

ゴルフ 那須塩原市
なすしおばらし

アーチェリー

空手道

銃剣道 壬生町
み ぶ まち 栃木県立壬生高等学校体育館

壬生町総合運動場特設会場
ボルダリング

カヌー

スプリント

スラローム

塩谷町
しおやまち 鬼怒川特設カヌー競技場

ワイルドウォーター

剣道

ラグビーフットボール 佐野市
さ の し

スポーツクライミング
リード

全種別 壬生町
み ぶ まち

遠的

ライフル射撃

50m、10m

宇都宮市
うつのみやし

25ｍ

ＢＲ、ＢＰ 栃木県総合教育センター体育館

バドミントン

弓道
近的

全種別 宇都宮市
うつのみやし 栃木県総合運動公園武道館

フェンシング

柔道 宇都宮市
うつのみやし 栃木県総合運動公園武道館

ソフトボール

大田原市
おおたわらし成年女子

少年男子 足利市
あしかがし

相撲 大田原市
おおたわらし 栃木県立県北体育館

馬術 那須塩原市
なすしおばらし 地方競馬教養センター

宇都宮競輪場

ロード・レース

ソフトテニス

卓球

軟式野球 成年男子

宇都宮市
うつのみやし

競　技

自転車
トラック・レース 宇都宮市

うつのみやし



第 77回国民体育大会（栃木県）ポスター図 

 

本 大 会       冬季大会スケート競技会・アイスホッケー競技会 

 

【デザイン趣旨】 

 栃木らしさを表す重要なアイコンとして、生産量日本一の「いちご」を背景に大きく配置

しました。全体にちりばめられた「栃の葉」は、ひとつひとつが国体への県民の思いと期待、

選手たちの競技にかける情熱を表しており、それらが集まり人のカタチとなって国体の象徴

として表現しています。また、「栃の葉」には、昭和 55（1980）年に開催された第 35回国民

体育大会「栃の葉国体」からの思いの繋がりという意味も込められています。 

 

【選定経過】 

 一般公募（令和２年７月～10月）により応募のあった 118作品の中から、広報・県民運動

専門委員会における審議により最優秀賞に選定されたデザイン案を採用しました。 
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第 77回国民体育大会（栃木県）参加章の意匠 

 

※本大会・冬季大会（スケート競技会・アイスホッケー競技会）共通 

 

１ デザイン  

 

        ＜表＞                 ＜裏＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 規格 

  大きさ：縦 40mm×横 40mm 

  厚 さ：５㎜ 

  材 質：県産杉材 

 

３ 説明 

  日光東照宮を代表する社寺の建築技術から発展した栃木県の伝統工芸品

「鹿沼組子」をモチーフにデザイン。「鹿沼組子」の文様には縁起のいい意味

が込められており、その中でも人と人との和の大切さを表す「七宝」を使用し

ています。 
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第77回国民体育大会冬季大会スキー競技会 

マスコットキャラクター 
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美の国あきた鹿角国体マスコットキャラクター 「んだッチ」 

 

【選定理由】 

・「んだッチ」は、近未来から秋田をＰＲするためにやって来た、なまはげ型の子どもロボットです。 

・平成２７年から活動を開始し、平成３０年に秋田県職員に採用され、「あきたＰＲキャプテン」とし

て県内外で元気いっぱいに活動しています！ 

・第７６回国民体育大会冬季大会スキー競技会から引き続き、同マスコットにより、秋田の魅力を県内

外に発信し、第７７回大会を大いに盛り上げていきます。 

 

 

©2015 秋田県んだッチ 

 

資料№４ 



【説明用】 

 

 昨年の国体委員会では、第 76 回大会スキー競技会のマスコットキャラクターとして、左下のジャイ

アントスラロームのイラストのみをご紹介しておりましたが、このたび、一番上のジャンプのイラスト

と、右側のクロスカントリーの２つのイラストが、新たに追加となりましたので、ご紹介をさせていた

だきます。以上です。 



2021年3月4日

理事会・国体委員会等 ワーキング（ＷＧ）

7月
●第3回国体検討小委員会（7/18）
　実施競技の選定基準（基礎的条件） 承認

○第1回WG(7/18)
・第3期の選定基準・評価項目の検証
・第4期の選定基準・評価項目の検討

8月 ●第2回国体委員会（8/29）
　実施競技の選定基準（基礎的条件）　承認

〇第2回WG（8/22）
・基礎的条件の確定
・実施競技の選定基準（評価方法、
　評価項目）の検討
・中央競技団体及び都道府県体育協会
　に対する書面調査内容（項目・
　評価方法・配点）の検討

9月
◇第74回本大会(茨城県)
　会期前（9/7-16）

10月

◇第74回本大会(茨城県)
　本会期（9/28-10/8）

○第3回WG(10/21)
・実施競技の選定基準（評価方法、
　評価項目）の確定
・中央競技団体及び都道府県体育協会
　に対する書面調査内容（項目・
　評価方法・配点）の検討

11月

●第5回国体検討小委員会（11/8）
　実施競技の選定基準（評価方法・評価項目）　承認 ○第4回WG(11/19)

・中央競技団体及び都道府県体育協会
　に対する書面調査内容（項目・
　評価方法・配点）の確定

12月

●第3回国体委員会（12/12）
　実施競技の選定基準（基礎的条件・評価方法・評価小目項目）
　承認

○第5回WG(12/25)
・中央競技団体及び都道府県体育協会
　に対する書面調査内容（項目・
　評価方法・配点）の確定及び評価
　基準の検討

2020年
1月

●第5回理事会（1/15）
　実施競技の選定基準（基礎的条件・評価方法・評価項目）　報告・了承

◇第75回冬季大会(青森県)スケート・アイホ（1/29-2/2）

〇第6回WG（1/24）
・中央競技団体及び都道府県体育協会
　に対する書面調査内容（評価基準・
　評価の観点）の検討

2月
◇第75回冬季大会(富山県)スキー（2/16-19）

○第7回WG(2/26)
・中央競技団体及び都道府県体育協会
　に対する書面調査内容（評価基準・
　評価の観点）の確定

3月

4月～12月

2021年
1月

2月
〇第8回WG（2月下旬）
・中央競技団体及び都道府県体育協会
　に対する書面調査内容（評価基準・
　評価の観点）の確定

3月

●第8回国体検討小委員会(3/4）
　実施競技の選定基準（評価項目、評価基準、評価のポイント、
　配点）承認
●第4回国体委員会(3/4)
　実施競技の選定基準（評価項目、評価基準、評価のポイント、
　配点）承認
●第6回理事会（3/5）
　実施競技の選定基準（評価のポイント、配点）報告・了承
●中央競技団体、都道府県体育・スポーツ協会に対する
　書面調査を実施

第4期（第82～85回大会）実施競技選定に係る取り組みスケジュール

年月

2
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0
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年
度

資料No.5

新型コロナウイルス感染拡大に伴う各種対応のため選定作業一時中断



2021年3月4日

理事会・国体委員会等 ワーキング（ＷＧ）

第4期（第82～85回大会）実施競技選定に係る取り組みスケジュール

年月

4月

5月

6月
●中央競技団体、都道府県体育・スポーツ協会に対する
　書面調査締切（6月下旬）

○第9回WG(6月上旬)
・ヒアリング調査内容、評価方法等の
　確定、書面調査回収状況報告

7月

●中央競技団体に対するヒアリングを実施（～11/30）

　　　　　　◇第32回オリンピック競技大会（7/23-8/8）

8月
　　　　　　◇東京2020パラリンピック競技大会（8/24-9/5）

9月

◇第76回本大会(三重県)
　会期前（9/4-14、9/18-20）

10月

◇第76回本大会(三重県県)
　本会期（9/25-10/5）

11月

12月

●第6回国体検討小委員会（12月中旬）
　各調査進捗状況　報告 〇第10回WG（12月上旬）

・各調査結果のまとめ、総合評価

2022年
1月

◇第77回冬季大会(栃木県)スケート・アイホ（1/24-30）

〇第11回WG（1月中旬）
・各調査結果のまとめ、総合評価　確定

2月 ◇第77回冬季大会(秋田県)スキー（2/17-20）
○第12回WG(2月下旬)
・第4期実施競技確定

3月

●第4回国体委員会（3月上旬）
　第4期実施競技選定の結果をもとに、第82回～第85回大会の実施競技
を承認
●第6回理事会（3月中旬）
　国体委員会承認の実施競技 審議、決定
●加盟団体代表者会議（3月下旬）
　第82回～第85回大会の実施競技を報告

2
0
2
1
年
度



【進捗評価基準】 【2022年度の目標に対する達成度評価基準】

S：当初の計画を超える進展がある。 5：はるかに上回っている（120%以上）

A：当初の計画に沿って概ね順調に進展している。 4：達成している（100％以上120%未満）

【3方針】 B：当初の計画より遅れている。 3：やや下回っている（80%以上100%未満）

誰も：誰もがスポーツ文化を豊かに享受できる環境の創出 Ｃ：当初の計画より大幅に遅れており、目標の変更を検討する必要がある。 2：下回っている（60%以上80%未満）

多様：スポーツ享受の多様化の促進 Ｄ：未着手である。 1：かなり下回っている（60%未満）

連携：スポーツを核にした連携・協働の促進 完了：作業完了 －：未着手のため評価なし

－：新型コロナウイルスの影響により今期の評価を保留する

上期 下期 上期 下期

1

①国民体育大会（以下「国体」という。）に関連する諸事業を通し
て、「21世紀の国体像～国体ムーブメントの推進～」で示した「21世
紀の国体の目指す方向性（コンセプト）」について、多くの人々の理
解と賛同が得られる運動として「国体ムーブメント」を積極的に展開
する。

国民体育大会委員会

・第4期実施競技（2027～2030年に開催され
る大会の実施競技）選定ワーキンググループ
等にて、国体の目指す方向性等、国体ムーブ
メントの施策を確認した。

・第4期実施競技（2027～2030年に開催され
る大会の実施競技）を選定し、国体の目指す
方向性等、国体ムーブメントの施策を示す。

・第4期実施競技（2027～2030年に開催され
る大会の実施競技）の選定結果を踏まえ検
討する。

- - 3 -

2

②中央競技団体と連携して、国体開催地において、国体開催前後
に各競技の全国規模の大会を開催する等、開催県等の実情に応
じた取組を推進し、国体会場となる施設の有効利用を目指す。

国民体育大会委員会

・中央競技団体に対して取組状況の調査に
は至らなかった。
・競技運営部会において、中央競技団体に対
し、国体会場となる施設の有効利用につい
て、協力を依頼した。

・第4期実施競技選定と併せて、中央競技団
体に対する取組状況を調査・集計し、引き続
き、中央競技団体に対し、国体会場となる施
設の有効利用について、協力を依頼すること
としていたが、新型コロナウイルス感染症に
係る各種対応のため、第4期実施競技選定に
1年の遅れが生じたため、次年度に引き継ぎ
対応する。

・同左

- - 1 -

3

③加盟団体が行うアスリートの発掘・育成・強化を通じて、広く社会
に貢献できる人材が育成されるよう支援する。

国民体育大会委員会

・加盟団体が行うアスリートの発掘・育成・強
化策について情報を収集するとともに、具体
的な支援策を検討するについては、第4期実
施競技選定として実施することとし、年度内の
実施には至らなかった。

・第4期実施競技選定と併せて、加盟団体が
行うアスリートの発掘・育成・強化策について
情報を収集するとともに、具体的な支援策を
検討することとしていたが、新型コロナウイル
ス感染症に係る各種対応のため、第4期実施
競技選定に1年の遅れが生じたため、次年度
に引き継ぎ対応する。

・同左

- - 1 -

4

競技会の充実・活性化を図るため、少年種別（ジュニア世代）の充
実、女子種別の充実、選手兼任監督 の解消、各競技参加人数の
適正化、参加県数の適正化の観点から、各競技会の実施規模（参
加人数等）について検討し、実施規模等の適正化を図る。

・国民体育大会委員会
・女性スポーツ委員会

・実施規模等検討ワーキンググループでの検
討課題について、第4期実施競技選定ワーキ
ンググループで取り組んでいる。

・第4期実施競技（2027～2030年に開催され
る大会の実施競技）の選定により、実施規模
の適正化を図ることとしていたが、新型コロナ
ウイルス感染症に係る各種対応のため、第4
期実施競技選定に1年の遅れが生じたため、
次年度に引き継ぎ対応する。

・第4期実施競技（2027～2030年に開催され
る大会の実施競技）の選定により、実施規模
の適正化を図る。

・同左 ・同左

- - 3 -

5

①スポーツ基本法の改正に準じた大会名称変更（本会案：国民ス
ポーツ大会）への対応に伴い、大会の認知度が90%となるよう周知
を図る。 国民体育大会委員会

・当協会各種広報物等で大会を周知するとと
もに、開催県と連携し、記者発表を実施する
など認知度向上に取り組んだ。

・当協会各種広報物等で大会名称の変更を
周知するとともに、開催県と連携して認知度
向上に取り組んだ。

・同左

- B 2 2

6

②SNS等を活用した積極的な情報発信、トップアスリート等による
PRイベントの開催を検討する等、広報活動の一層の充実を図るこ
とにより、大会ブランド価値の向上を目指す。

・国民体育大会委員会
・ブランド戦略委員会

【国民体育大会委員会】
・本大会開催前に有名アスリート等が出席す
る大会記者発表を開催し、大会のPRを行っ
た。
・SNS（FB、Twitter）を活用し、大会情報の拡
散を図った。
【ブランド戦略委員会】
・国体の認知度を上げたり、国体への興味・
関心を誘発したりすることに繋がるようなメ
ディア向けPRレター及びオウンドメディアで発
信した。
・国体のインターネット配信の仕組みを構築
する取り組みと連動し、国体fanのコンテンツ
内容や見せ方、誘引施策についても検討して
いる。

【国民体育大会委員会】
・6月に本大会中止を決定した。

【ブランド戦略委員会】
・前年に続き、「JSPO TV」にて国体における
インターネット配信を実施する。

【国民体育大会委員会】
・本大会開催前に有名アスリート等が出席す
る大会記者発表を開催し、大会のPRを行う。
・SNS（FB、Twitter）を活用し、大会情報の拡
散を図る。
【ブランド戦略委員会】
・JSPOが実施する各種総合大会のリブラン
ディングを図る中で国体（JAPAN GAMES）の
ブランド価値向上を目指す。

- - 3 -

２０２２年度以降の取組予定

・同左

【国民体育大会委員会】
・同左

【ブランド戦略委員会】

２０２１年度の取組

・第4期実施競技（2028～2031年に開催され
る大会の実施競技）の選定結果を踏まえ検討
する。
・第4期実施競技選定と併せて、中央競技団
体に対する取組状況を調査・集計し、引き続
き、中央競技団体に対し、国体会場となる施
設の有効利用について、協力を依頼する。
・第4期実施競技選定と併せて、加盟団体が
行うアスリートの発掘・育成・強化策について
情報を収集するとともに、具体的な支援策を
検討する。

【国民体育大会委員会】
・当協会各種広報物等で大会名称の変更を
周知するとともに、開催県と連携して認知度
向上に取り組む。
・本大会開催前に有名アスリート等が出席す
る大会記者発表を開催し、大会のPRを行う。
・SNS（FB、Twitter）を活用し、大会情報の拡
散を図る。
・放映権の活用を行う。
・前年度の状況を踏まえ、選手団ユニフォー
ムへのユニフォーム協賛導入を目指し、ユニ
フォーム規定改定の対応を検討する。

【ブランド戦略委員会】
・JSPOが実施する各種総合大会のリブラン
ディングを図る中で国体（JAPAN GAMES）の
ブランド価値向上を目指す。
・JAPAN GAMESのブランド価値向上の取り
組みの中で、協賛社の更なるメリットを創出
し、多くの企業協賛を得られるよう制度の充
実を図る。

日本スポーツ協会スポーツ推進方策2018　実施状況の検証・評価

2020年 2020年

進捗評価 達成度評価

具体的施策№ ２０１９年度の取組・達成状況・課題所管委員会 ２０２０年度の取組・達成状況・課題
【参考】※2020年度上期の内容

２０２１年度以降の取組予定

資料№６

1



上期 下期 上期 下期

２０２２年度以降の取組予定２０２１年度の取組 2020年 2020年

進捗評価 達成度評価

具体的施策№ ２０１９年度の取組・達成状況・課題所管委員会 ２０２０年度の取組・達成状況・課題
【参考】※2020年度上期の内容

２０２１年度以降の取組予定

7

③国体協賛制度の充実、放映権の有効活用等、マーケティング活
動を積極的に展開することにより、協賛金収入等が2017年度比増
となることを目指す。

・国民体育大会委員会
・財務委員会
・ブランド戦略委員会

【国民体育大会委員会】
・現行の放映権の在り方を見直し、新たに放
映権の活用を行った。
【財務委員会／ブランド戦略委員会】
・放映権の整理、インターネット配信の活用を
図り、国体の高価値化を進めるとともに、都
道府県、市町村の権利を整理し、協賛メリット
が意識出来る制度を整える。協賛社について
は、2017年度の5社から、2社増の7社＋開催
県が集めた10社を併せ17社となり大幅増と
なった。

【国民体育大会委員会】
・冬季大会では、全競技国体チャンネルでの
放送を行うなど、放映権の活用を行った。

【財務委員会／ブランド戦略委員会】
・認知度、ブランド価値の向上を図ることで、
協賛社の国体に対するロイヤリティを高め、
既存協賛社の継続はもとより新規の協賛社
を増やし協賛金収入等を前年度比増とする。

【国民体育大会委員会】
・同左
【ブランド戦略委員会】
・JAPAN GAMESのブランド価値向上の取り
組みの中で、協賛社の更なるメリットを創出
し、多くの企業協賛を得られるよう制度の充
実を図る

- A 4 4

8

④ユニフォーム規程を改定し、ユニフォーム協賛を導入することに
より、都道府県体育（スポーツ）協会（以下「都道府県体協」とい
う。）等関係機関・団体における財源確保に貢献する。

・国民体育大会委員会
・財務委員会

【国民体育大会委員会】
・ユニフォーム協賛の導入に当たっての課題
の整理を行った。

【国民体育大会委員会】
・ユニフォーム協賛の導入に当たっての課題
の整理を行ったが、改定するまでには至らな
かった。

【国民体育大会委員会】
・前年度の状況を踏まえ対応を検討する。

- B 1 1

9

①日本スポーツ振興センター（以下「JSC」という。）に対し「競技会
開催支援事業」および「スポーツ施設等整備事業」の各助成事業
の継続実施および拡充に向けた要請を行う等、開催県の経費負担
軽減に取り組む。

国民体育大会委員会

・JSCに対してtoto助成事業の充実・拡充の
要請を行ったが、開催県の経費負担軽減に
は至らなかった。

・引き続き、JSCに対しtoto助成事業の拡充
の要請を行うとともに、中央競技団体と連携
し、開催県の経費負担軽減につながる方策を
協議する。

・同左

- - 1 -

10

②冬季競技会を開催可能な施設を有している都道府県の協力を
得て、開催県のローテーション化の確立を図る等、安定的な開催
（開催5年前までに開催依頼、3年前までに開催地が決定する状
態）に向けて取り組む。 国民体育大会委員会

・引き続き、開催可能都道府県と調整し、第
77回大会までの開催地は決定したが、第78
回冬季大会の開催要請には至らなかった。

・開催3年前までの開催地決定を目指すととも
に、中央競技団体と連携したが、第78回大会
冬季大会スケート・アイスホッケー競技会に
ついて開催要請には至っていない。

・開催3年前までの開催地決定を目指すとと
もに、中央競技団体と連携し、冬季大会の在
り方を検討する。

C B 2 2

11

①国体協賛企業の拡充を図るとともに、本大会参加都道府県およ
び正式競技実施団体の負担金等の導入について検討することに
より、ブロック大会、本大会開催県の負担軽減を図る。

・国民体育大会委員会
・財務委員会

・放映権料等、新たな財源を確保した。
・開催県の負担軽減策を検討するとともに、
施設基準や競技会日程の見直し等、中央競
技団体と個別に調整を行った。

・本大会の中止に伴い、放映権料の確保には
至らなかった。
・開催県の負担軽減策を検討するとともに、
中央競技団体と施設基準や競技会日程の見
直し等、中央競技団体と個別に調整を行っ
た。

・同左
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12

②開催県の要望を踏まえ、県外開催を含めた既存施設の活用、施
設基準の見直し等、大会運営の簡素・効率化に取り組む。

国民体育大会委員会

・具体的な対応策を検討し、一部競技につい
て中央競技団体と施設基準の見直し等を調
整している。加盟団体に対して意向調査には
至らなかった。

・大会運営の簡素・効率化に向けた運営につ
いては、第4期実施競技選定と併せて、中央
競技団体の情報収集を行った。
・既存施設の活用、施設基準の見直しについ
ては、個別に調整を行った。

・同左
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13

国体が2034年（予定）に3巡目開催を迎えるにあたり、2022年まで
にプロジェクトを設置し、情報収集と大会の在り方の見直しを行うこ
とにより、国体の継続的、安定的な開催を実現する。

国民体育大会委員会

・プロジェクト設置に向けたワーキンググルー
プを設置し、検討を開始した。

・ワーキンググループにおいて検討を行った。 ・ワーキンググループにおいて、引き続き検
討を行う。

・プロジェクトを設置し、ワーキンググループ
において収集された情報をもとに、具体的な
検討を行う。

・プロジェクトを設置し、ワーキンググループ
において収集された情報をもとに、具体的な
検討を行う。

- B 3 3

14

国体においてドーピング検査を実施することにより、国体に参加す
る選手、指導者、スタッフおよびジュニア世代の競技者に対するア
ンチ・ドーピング教育・情報提供・啓発活動を推進し、国内のアン
チ・ドーピング活動の拡充に資することを目指す。

・国民体育大会委員会
・アンチ・ドーピング委員会

【国民体育大会委員会】
・日本スポーツフェアネス推進機構、日本アン
チ・ドーピング機構と連携し、ドーピング検査
を実施するとともに、都道府県体育・スポーツ
協会対象の研修会等を通じて、情報提供・啓
発を行った。
【アンチ・ドーピング委員会】
・国内外の動向と、国体の現状を分析しなが
ら、今後のJSPO内におけるアンチ・ドーピン
グ政策を検討するため、3月に委員会の開催
を予定していたが、新型コロナウィルス対策と
して延期とした。このため、具体的な検討には
至っていない。

【国民体育大会委員会】
・日本スポーツフェアネス推進機構、日本アン
チ・ドーピング機構と連携し、ドーピング検査
を実施するとともに、都道府県体育・スポーツ
協会対象の研修会等を通じて、情報提供・啓
発を行った。
【アンチ・ドーピング委員会】
・国内外の動向と、国体の現状を分析しなが
ら、今後のJSPO内におけるアンチ・ドーピン
グ政策を検討する。

【国民体育大会委員会】
・日本スポーツフェアネス推進機構、日本アン
チ・ドーピング機構と連携し、ドーピング検査
を実施するとともに、参加者への啓発を図る。
【アンチ・ドーピング委員会】
・国内外の動向と、国体の現状を分析しなが
ら、今後のJSPO内におけるアンチ・ドーピン
グ政策を検討する。

【国民体育大会委員会】
・同左

同左
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・引き続き、JSCに対しtoto助成事業の拡充
の要請を行うとともに、中央競技団体と連携
し、開催県の経費負担軽減につながる方策を
協議する。
・開催3年前までの開催地決定を目指すととも
に、中央競技団体と連携し、WGにおいて検討
した方策を実行する。

・同左

・引き続き、JSCに対しtoto助成事業の拡充
の要請を行うとともに、中央競技団体と連携
し、開催県の経費負担軽減につながる方策を
協議する。
・開催3年前までの開催地決定を目指すととも
に、中央競技団体と連携し、WGにおいて冬季
大会の在り方を検討する。

・さらなる放映権料の確保を目指す。
・開催県の負担軽減策を検討するとともに、
中央競技団体と個別に負担軽減策策につい
て調整・検討を行う。
・大会運営の簡素・効率化に向けた運営につ
いては、第4期実施競技選定と併せて、中央
競技団体の情報収集を行う。
・既存施設の活用、施設基準の見直しについ
ては、中央競技団体と個別に調整を行う。
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上期 下期 上期 下期

２０２２年度以降の取組予定２０２１年度の取組 2020年 2020年

進捗評価 達成度評価

具体的施策№ ２０１９年度の取組・達成状況・課題所管委員会 ２０２０年度の取組・達成状況・課題
【参考】※2020年度上期の内容

２０２１年度以降の取組予定

15

都道府県体協や中央競技団体等が行う将来性豊かなアスリートの
発掘・育成・強化を、スポーツ庁、JOC、日本パラリンピック委員
会、JSC等と連携・協力して支援し、国体を通じたジュニアアスリー
ト の競技力の向上を図るとともに、障がいの有無に依らず、全て
のジュニアアスリートに自分の可能性に挑戦する機会を提供する。

国民体育大会委員会

オリンピック競技5競技、パラリンピック競技6
競技を対象に3期生となるタレントを発掘する
ため、全国に募集をかけ、エントリー（第1ス
テージ）から測定会（第2ステージ）の実施を
経て、69名が検証合宿（第3ステージ）に進出
した。
*第1ステージのエントリー数：874名（オリ765
名、パラ109名）◎目標達成率29.1％
・昨年発掘した2期生においては、10月末を
もって検証が終了し、56名中10名が競技団体
の強化・育成コースに選出された。*NFパス
ウェイ対象者10名◎目標達成率100%
・2019年度から第3ステージ（検証合宿）の実
施主体を都道府県体育・スポーツ協会から中
央競技団体に変更したことで、合宿トレーニン
グ等の効果が高まり、より高レベルな指導体
制を構築することができた。

・新型コロナウイルス感染拡大の影響により、
2019年度に発掘した3期生の検証期間を延長
して実施したが、一部の競技において年度内
に検証が終了できなかったため、次年度に持
ち越すこととなった。
・新たな実施形態（オリ：動画による選考等）
で4期生を募集し、過去最多となる1,834名（オ
リ：1,665名 パラ：169名）のエントリーがあっ
た。
・対象年齢を小学校6年生以上とし、オリは20
歳まで、パラは上限なしに拡大した。
・対象競技をオリ12競技、パラ28競技に拡充
した。

・2021年度より、JSPOはJSCから本事業の委
託を受けない形態となるが、引き続きスポー
ツ庁等と連携し、都道府県体育・スポーツ協
会をはじめとするJSPOネットワークを活用し
た協力を行う。

未定
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16

国体参加申込システムを改修し、公認スポーツ指導者管理システ
ムとの連携を図る等により、都道府県競技団体の国体に向けた諸
活動を支援する。

・国民体育大会委員会
・ブランド戦略委員会

【国民体育大会委員会／ブランド戦略委員
会】
・国体参加申込システム改修を行い、8月末
で完成、第75回冬季大会から稼働を開始し
た。

【国民体育大会委員会】
・改修後の国体参加申込システムが安定的
に稼働できているとともに、随時細かい改修
を行った。

【国民体育大会委員会】
国体参加申込システムを安定的に稼働させ
るとともに、随時改修を行いユーザーにとって
使いやすいいシステムの構築を目指す。
【ブランド戦略委員会】
・指導者登録データベースのみならず、JSPO
の持つ情報資産を統合し、国体に限らず広く
加盟団体の業務支援を行える体制の構築を
行う

・同左 【国民体育大会委員会】
・同左
【ブランド戦略委員会】
・指導者登録データベースのみならず、
JSPOの持つ情報資産を統合し、国体に限ら
ず広く加盟団体の業務支援を行える体制の
構築を行う
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上期 下期 上期 下期

２０２２年度以降の取組予定２０２１年度の取組 2020年 2020年

進捗評価 達成度評価

具体的施策№ ２０１９年度の取組・達成状況・課題所管委員会 ２０２０年度の取組・達成状況・課題
【参考】※2020年度上期の内容

２０２１年度以降の取組予定

110

③日本アンチ・ドーピング機構（以下「JADA」という。）、日本薬剤師
会、都道府県体協および中央競技団体や教育機関と連携し、アン
チ・ドーピングに関する教育プログラムを推進するとともに、都道府
県体協における教育・啓発の支援等を継続的に行う。

・アンチ・ドーピング委員会
・国民体育大会委員会
・スポーツ医・科学委員会

【アンチ・ドーピング委員会】
・国内外の動向と、国体の現状を分析しなが
ら、今後のJSPO内におけるアンチ・ドーピン
グ政策を検討するため、3月に委員会の開催
を予定していたが、新型コロナウィルス対策と
して延期とした。このため、具体的な検討には
至っていない。
【国民体育大会委員会】
・同左
【スポーツ医・科学委員会】
・国体選手、ジュニア選手、指導者、ドクター
などの関係者に対しアンチ・ドーピングに関す
る教育・啓発活動を行った。

【アンチ・ドーピング委員会】
・国内外の動向と、国体の現状を分析しなが
ら、今後のJSPO内におけるアンチ・ドーピン
グ政策を検討する
【国民体育大会委員会】
・本大会の中止に伴い、国体会場におけるア
ウトリーチプログラムの実施には至らなかっ
たが、冬季大会の開催に向け、文書等におい
て情報提供・啓発を行った。
【スポーツ医・科学委員会】
・国体選手、ジュニア選手、指導者、ドクター
などの関係者に対しアンチ・ドーピングに関す
る教育・啓発活動を行う。
・教育プログラムの推進を目的として、学生ア
スリートを対象に、アンチ・ドーピングに関わ
る知識に関する実態調査を行うプロジェクトを
設置した。

【アンチ・ドーピング委員会】
同左
【国民体育大会委員会】
・同左
【スポーツ医・科学委員会】
・国体選手、ジュニア選手、指導者、ドクター
などの関係者に対しアンチ・ドーピングに関
する教育・啓発活動を行う。
・学生アスリートを対象に、アンチ・ドーピング
に関わる知識に関する実態調査を行い、学
生アスリートにおけるアンチ・ドーピングに対
する学習意欲や、個人競技水準、知識量と
の関連性を明らかにする。
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111

④中央競技団体、国立スポーツ科学センター（以下「JISS」とい
う。） およびスポーツ安全協会等と連携し、スポーツ現場における
外傷・障害の発生状況に関する実態調査を行い、競技種目別の予
防プログラムの作成や、効果検証、情報提供等を継続的に行う。

・国民体育大会委員会
・スポーツ医・科学委員会

【国民体育大会委員会】
国体傷害補償制度を通じて、傷害発生の実
態を把握した。
【スポーツ医・科学委員会】
・スポーツ安全協会等と連携し、スポーツ現
場における事故事例とそれ以外の統計デー
タの統合や、他競技を対象とする外傷・障害
予防プログラムを作成するプロジェクト研究
の設置に向けた議論を行い、2020年度から
実施することを決定した。

【国民体育大会委員会】
・同左
【スポーツ医・科学委員会】
・スポーツ現場における事故事例に基づくス
ポーツ外傷統計データの作成や、競技種目
別の外傷・障害予防プログラムの作成に関す
る研究プロジェクトを設置し、データ収集等本
格的推進に向けた議論を開始した。

【国民体育大会委員会】
・同左
【スポーツ医・科学委員会】
・スポーツ安全協会と連携し、スポーツ現場
における事故事例に基づくスポーツ外傷統
計データの作成すると共に、競技種目別の
外傷・障害予防プログラムの作成に関する
研究プロジェクトを推進する。
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116

本会が保有し、事業毎（公認スポーツ指導者、スポーツ少年団、競
技者エントリー履歴）に分けて管理している情報を一元化し、本会
のステークホルダーに関する情報を統合するとともに、これらの情
報を情報システムの利用者等との間で双方向管理できる環境を整
え、情報の確度が高く使いやすいシステムの構築を目指す。

・国民体育大会委員会
・日本スポーツ少年団
・日本スポーツマスターズ
委員会
・指導者育成委員会
・ブランド戦略委員会

【国民体育大会委員会】
・同左
【ブランド戦略委員会】
・2018年度に行った要件定義を踏まえ、
SHDBと関連したシステム少年団登録システ
ムの構築に着手した。2020年度登録に合わ
せて稼働予定。
【指導者育成委員会】
・システムの構築に向け関連部署との協議を
行った。
【スポーツ少年団】
・システムの統合を前提として、新たな登録規
程に合わせたシステムの構築を進めている。

【国民体育大会委員会】
・改修後のシステム（新システム）を安定的に
運用させつつ、軽微な改修を行った。
【ブランド戦略委員会】
・着手済のシステムに加え、さらに１事業以上
のシステム構築を検討する。
・SHDBを活用したスポーツの価値向上、
JSPOブランドの向上策を検討する。
【指導者育成委員会】
・前年に引き続き対応する。
【スポーツ少年団】
2020年度から、新たな登録システムを稼働
し、登録料の支払い方法（これまでの口座振
り込みに加え、クレジットカード、コンビニエン
スストア支払い）の充実を図るなど、ICT技術
の普及に即した利用環境の充実に努めた。
一方、登録者情報の入力・管理等における不
具合も生じていることから、都道府県スポーツ
少年団に対する意見聴取等を行い、当該意
見等を踏まえシステムの改善を図る。

【国民体育大会委員会】
・国体参加申込システムを安定的に稼働させ
るとともに、随時改修を行いユーザーにとって
使いやすいいシステムの構築を目指す。

【日本スポーツ少年団】
・前年度からの取組を充実・拡大させる。

【指導者育成委員会】
・前年度までの取組状況を踏まえて内容の改
善・充実を図る。

【ブランド戦略委員会】

【指導者育成委員会】
・前年度までの取組状況を踏まえて内容の
改善・充実を図る。
【日本スポーツ少年団】
・前年度からの取組を充実・拡大させる。
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【スポーツ医・科学委員会】
・同左
【アンチ・ドーピング委員会】

【国民体育大会委員会】
・同左

【スポーツ医・科学委員会】
・前年度までにまとめた女性アスリートに対す
るサポートシステムの効果的な普及・啓発方
法の検討を行う。
・国体選手、ジュニア選手、指導者、ドクター
などの関係者に対しアンチ・ドーピングに関す
る教育・啓発活動を行う。
・学生アスリートを対象に、アンチ・ドーピング
に関わる知識に関する実態調査を行い、学
生アスリートにおけるアンチ・ドーピングに対
する学習意欲や、個人競技水準、知識量との
関連性を明らかにする。
・スポーツ安全協会と連携し、スポーツ現場に
おける事故事例に基づくスポーツ外傷統計
データの作成すると共に、競技種目別の外
傷・障害予防プログラムの作成に関する研究
プロジェクトを推進する。

【アンチ・ドーピング委員会】
・国内外の動向と、国体の現状を分析しなが
ら、今後のJSPO内におけるアンチ・ドーピン
グ政策を検討する

【国民体育大会委員会】
・JADAと連携し、国体競技会場において実施
するアウトリーチプログラムを通じて、教育・
啓発を行う。
・国体傷害補償制度を通じて、傷害発生の実
態を把握する。

4
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第 76 回国民体育大会冬季大会概要（報告） 
 
Ⅰ．スケート競技会・アイスホッケー競技会 

１．会 期：令和 3 年 1 月 27 日（水)～31 日（日) ［5 日間］ 
２．会場地：愛知県名古屋市・豊橋市・長久手市、岐阜県恵那市 
３．開始式・表彰式   

○開始式（スケート〔ショートトラック・フィギュア〕・アイスホッケー） 
1 月 27 日（水） 愛知芸術文化センター 

○開始式（スケート〔スピード〕） 
1 月 27 日（水） 恵那文化センター 

○表彰式 
1 月 31 日（日） ウインクあいち（愛知県産業労働センター）  

４．参加者数：選手・監督 1,405 名 ／ 本部役員 326 名 ／ 計 1,731 名 
      ※選手・監督 302 名、本部役員 59 名の計 361 名が棄権 
５．各競技会の成績  

《スケート競技会》 

男女総合成績 女子総合成績 

順位 都道府県 得点  順位 都道府県 得点 

1 北海道 203  1 長野県 104 

2 長野県 195  2 北海道 100 

3 愛知県 124  3 神奈川県 65 

4 兵庫県 118  4 愛知県 62 

5 神奈川県 106  5 福岡県 53 

6 山形県 84  6 兵庫県 50 

7 大阪府 75  7 山梨県 49 

8 福岡県 72  8 三重県 48 

 

《アイスホッケー競技会》 

総合成績 

順位 都道府県 得点 

1 北海道 90 

2 埼玉県 70 

3 
青森県 45 

大阪府 45 

5 
宮城県 40 

千葉県 40 

7 
東京都 35 

福岡県 35 
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Ⅱ．スキー競技会 

１．会 期：令和 3 年 2 月 18 日（木）～21 日（日） ［4 日間］ 
２．会場地：秋田県鹿角市 

※新型コロナウイルス感染症拡大の影響のため中止 
 

Ⅲ.ドーピング検査   

＊公益財団法人日本アンチ・ドーピング機構（JADA）が実施 
 競技会検査を実施（結果は分析中） 

 
Ⅳ．スケート競技会・アイスホッケー競技会の様子 

 

  
【スピードスケート】          【ショートトラック】 

 

  
【フィギュア】           【アイスホッケー】 
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第２回 JSPO 国体発第 187 号 
令 和 ３ 年 １ 月 １ ９ 日 

 
 都道府県体育・スポーツ協会 専務理事 様 
 

公益財団法人日本スポーツ協会 
国民体育大会委員会 
委員長  大 野 敬 三  

（ 会 印 省 略 ） 
 
第 76 回国民体育大会冬季大会スケート・アイスホッケー競技会（愛知県・岐阜県）

における監督及びスポーツドクターの派遣について（通知） 
 
 平素より当協会スポーツ推進事業にご理解とご協力を賜り、深く感謝申し上げます。 
 さて、標記大会に選手団の派遣を予定している都道府県体育・スポーツ協会から、

派遣を予定していた当協会公認スポーツ指導者有資格者の監督が、新型コロナウイル

ス感染拡大に伴い、所属先の指示等により派遣できず、棄権せざるを得ないとの連絡

を複数受けております。 
 当協会では、競技会に出場する選手のことを最優先に考え、今回に限り下記の条件

を満たせば、当協会公認スポーツ指導者資格を有しない者でも監督として帯同させ派

遣することを認めることといたしましたので、ご通知いたします。 
 また、帯同スポーツドクターにつきましては、同様により派遣できない都道府県が

複数あり、今回に限り下記の対応を認めることといたしましたので、併せてご通知い

たします。 
 

記 
 
１．同封資料：監督 ・スポーツドクター交代（変更）届【公認資格を有しない者用】 
 
２．公認スポーツ指導者資格を有しない監督の要件（全て満たす場合） 

①新型コロナウイルスを理由とした派遣予定者の所属先の指示等により派遣でき

ない。 
 ②他の有資格者を派遣することができない理由がある。 

③監督として派遣する当該者に一定程度の当該競技の指導歴がある。 
 
３．帯同スポーツドクターに関して 
 ①JSPO 公認スポーツドクターを派遣できない場合、公認スポーツドクター資格を 

有しない医師でも可とする。 
②①の対応が取れない場合、本部役員等が公認スポーツドクター有資格者等の医師

と常に連絡を取れる体制が構築されている。 
 

【お問合せ先】国体推進部 国体課 ℡03-6910-5808  
E-mail：kokutai@japan-sports.or.jp 
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第 76 回国民体育大会冬季大会スケート競技会・アイスホッケー競技会 
監督 ・スポーツドクター交代（変更）届【JSPO 公認スポーツ指導者資格を有しない者用】 
※手続きに当たっては、次ページの留意事項を参照すること 
※スポーツドクターについては有資格者であっても、現地帯同せず、連絡体制の構築にて対応する場合は、本

届にて報告を行うこと（１の特記事項にその旨記入）。 
 

１ 参加申込者                    ※スポーツドクターの場合＊欄記入不要 

競技名*  
種別*  

部・種目別*  

参加申込者名  

保有資格  登録番号  

特記事項  

 
２ 交代（変更）者（公認スポーツ指導者資格を有しない者） 

フリガナ  
生年月日 

    年  月  日生（  歳） 氏  名  

所属区分※１  所属の所在地※2  

プログラム記載用所属  
第 74 回大会 
参加都道府県名 

 
 

第 75 回大会 
参加都道府県名  例外適用 

※３   

中央競技団体 
登 録 の 有 無 有 ・ 無 有 の 場 合 

登 録 番 号 等 
 

主な指導歴※４  

※１ 第 76 回大会（都道府県予選会、ブロック大会）所属都道府県について、次のいずれかを選択して 
参加したかを記入。 
成年種別  ア 居住地を示す現住所  イ 勤務地  ウ ふるさと 

※２ 所在地は、市区町村名まで記入。ふるさとを選択した場合には「卒業学校名」を記入。 
※３ 今回(第 76 回大会)と第 75 回大会（不出場の場合は第 74 回大会）の参加都道府県が異なる場合 

のみ記入。  １ 新卒業者     ２ 結婚又は離婚       ３ ふるさと（成年）   
  ４ 一家転住（少年） ５ 東日本大震災に係る特例 

※４ 当該競技に限る。 
※ドクターについては、氏名、生年月日を記載の上、※4 主な指導歴には、所属及び診療科目、直接派遣か連

絡体制の構築かのいずれかについても記入すること。 
 
３ 交代（変更）及び公認スポーツ指導者資格を有しない者を監督として派遣する理由 

 
 
 
※監督を交代（変更）する理由及びなぜ公認スポーツ指導者資格を有しない者を監督にしなければならないのか、他の有資格指導者を派

遣するために努めたこと等を明記すること。  

 公益財団法人日本スポーツ協会会長 殿                    年  月  日 
当該中央競技団体会長（代表者） 殿 
第 76 回国民体育大会冬季大会当該開催県実行委員会会長 殿 

            体育・スポーツ協会   

会長（代表者）              印 

                 協会・連盟 

会長（代表者）              印   
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第 76 回国民体育大会冬季大会スケート競技会・アイスホッケー競技会 
監督 ・スポーツドクター交代（変更）届【公認資格を有しない者用】 

手続きにあたっての留意事項 
 

１ 特例措置 

派遣を予定していた JSPO 公認スポーツ指導者有資格の監督が、所属先の指示等新型コロナウイルス

に関連した事情により派遣できなくなり交代（変更）する場合は、JSPO 公認スポーツ指導者有資格者

とすることを大前提とする。 

ただし、JSPO 公認スポーツ指導者有資格者にどうしても交代（変更）することができない場合、今

回に限り、JSPO 公認スポーツ指導者を有しない者でも可とするが、一定程度の当該競技指導歴を有す

る者とし、有資格者にできない理由を添えること。 

JSPO 公認スポーツドクターも原則同様とする（一定程度の当該競技指導歴は不要）が、ドクターが

派遣できず、選手団派遣期間中、常に連絡をとることができる体制を構築する場合は、その旨記入する

こと。 

 

２ 交代（変更）手続き 

監督又はスポーツドクターを交代（変更）する場合には、次の手続きを行うこと。ただし、交代（変

更）を認めるか否かについては、日本スポーツ協会及び当該中央競技団体の判断による。 

(1) 実施要項総則及び当該競技実施要項を参照し、交代（変更）する監督の参加資格を確認した上で、

交代（変更）届に必要事項を記入し、各競技が定める提出期限までに、公益財団法人日本スポーツ

協会、当該中央競技団体及び開催県実行委員会宛に提出すること。 

(2) 当該中央競技団体提出用には、当該中央競技団体に確認の上、診断書等必要書類を添付すること。 

(3) 交代（変更）届提出時に押印（会長印等）し提出することが困難な場合には、当該都道府県選手

団連絡責任者（※１）と当該選手・チームにおける監督の署名捺印による提出を認める。 

(4) その他、競技により別に定める事項がある場合はそれに従うこと。 

 

３ 大会終了後の手続き 
大会終了後、都道府県体育・スポーツ協会並びに中央競技団体は、次の手続きを行うこと。 

(1) 都道府県体育・スポーツ協会は、大会終了後通知される公益財団法人日本スポーツ協会の案内に

従い、交代（変更）手続き後の参加申込情報の修正を行うこと。ただし、棄権手続きの場合、参加申

込情報の修正は不要。 

(2) 大会終了後２週間以内に、次のものを公益財団法人日本スポーツ協会に提出すること。 

ア 中央競技団体は、交代（変更）届（写し） 

※１ 「都道府県選手団連絡責任者」は、公益財団法人日本スポーツ協会が大会開催前に各都道府

県体育・スポーツ協会に対し照会を行い、取りまとめの上、中央競技団体に通知する。 

※２ 「競技会責任者」及び「指定ＦＡＸ番号」は、公益財団法人日本スポーツ協会が大会開催前

に各中央競技団体に対し照会を行い、取りまとめの上、都道府県体育・スポーツ協会に通知す

る。 

 



 

 

令和 3 年 1 月 15 日 
公益財団法人日本スポーツ協会 

 

新型コロナウイルスに係る第 76 回国民体育大会（三重県） 

予選会の対応 

 
１．基本方針 

 予選会（都道府県大会及びブロック大会）は、「スポーツイベントの再開に向

けた感染拡大予防ガイドライン」及び「公益財団法人日本スポーツ協会国民体育

大会開催における新型コロナウイルス感染拡大防止に関する基本方針」並びに

中央競技団体作成の新型コロナウイルス感染拡大防止ガイドライン（以下、「ガ

イドライン等」という。）に基づき、感染拡大防止対策を徹底の上開催する。 
予選会の開催可否は、ガイドライン等に基づき、感染状況や社会情勢を十分考

慮の上、各主催団体が判断する。 
 
２．予定された日程での予選会開催が困難な場合の対応 

新型コロナウイルス感染拡大により予定された日程での予選会開催が困難な

場合は、国民体育大会開催基準要項第 18 項第 3 号に基づき、代替日程で開催す

るものとし、代替日程での予選会開催が困難である場合は、代替手段により選手

選考を行う。 
代替手段により選手選考を行う場合は、「国民体育大会における都道府県代表

選手の選考に関する指針」（令和 2 年 7 月 17 日令和 2 年度第 1 回国民体育大会

委員会決定）に基づき、透明性を担保して公平公正に選考すること。 
 
（1）都道府県予選会 

1）中央競技団体のルールが適用される場合 
都道府県競技団体が中央競技団体のルールに基づき選考する。 

2）中央競技団体のルールがない場合 
    都道府県競技団体が中央競技団体にも確認し、都道府県競技団体のル

ール又は決定に基づき選考する。 
【中央競技団体のルールがない場合の選考例】 

①公式記録により選考する。 
    ②既存大会の結果により選考する。 
    ③前年または前々年大会の結果により選考する。等 

3）都道府県競技団体は、選考方法を関係者（選手、監督等）に対し周知す

る。 
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4）都道府県競技団体は、対象となる選手に対して、エントリー等申込手続

を行わせるとともに、選考前に対象選手の参加資格、本人の国体参加の意

思を確認すること。 
 
（2）ブロック大会 

1）中央競技団体のルールがある場合 
ブロック大会幹事県が中心となり、ブロックを構成する都道府県体育・

スポーツ協会及び都道府県競技団体にて、中央競技団体のルールに基づ

き選考する。 
2）中央競技団体のルールがない場合 

ブロック大会幹事県が中心となり、ブロックを構成する都道府県体育・

スポーツ協会及び都道府県競技団体との協議により、ブロック代表枠の

選考方法を決定する。 
【選考例】 

第 74 回大会のブロック大会の結果により選考する。等 
3）ブロック大会幹事県は、選考前までに、選考方法（選考基準、時期）を

都道府県体育・スポーツ協会と書面等にて確認する。 
4）ブロック大会幹事県競技団体は、ブロック大会を実施しない場合の対応

について、中央競技団体にも事前に確認を行う。 
5）都道府県体育・スポーツ協会は、選考方法を都道府県競技団体等の関係

者（選手、監督等）に対し周知する。 
6）参加都道府県体育・スポーツ協会は、国体参加申込システムにおいて、

各ブロックの大会実施要項で定めた参加申込締切日までに参加申込手続

を行い、ブロック大会幹事県は申込内容の受理作業を行う。 
 
（3）代替手段による選手選考が困難な場合 

困難である旨及びその理由を、速やかに日本スポーツ協会に届け出るこ

と。 
 
 



国民体育大会開催基準要項（抜粋） 
 

 

１８ 都道府県大会及びブロック大会 

(1) 正式競技については、大会の予選会として次のとおり都道府県大会を開

催するものとする。 
1) 都道府県体協等は、都道府県において大会の予選会を兼ねた都道府県大

会を開催する。 
2) 都道府県大会は、会場地市町村等の共催又は後援の下に開催する。 
3) 都道府県体協等は、市町村の体育・スポーツ協会が当該市町村大会を開

催できるよう援助する。 
(2) 参加者は、実施要項に基づき都道府県主催団体に申込む。大会の予選会

としてブロック大会を開催する必要のある競技がある場合は、原則として

本要項第 12 項のブロック区分によるブロック大会を次のとおり開催する

ものとする。 
1) ブロック大会は、各ブロック内の関係都道府県体協等の共催のもと、ブ

ロック大会開催地市町村等の共催又は後援を得て開催する。 
2) 競技の運営は、開催都道府県体協等の協議によってブロック大会開催県

の各競技団体が当たる。 
3) 競技運営に差し支えない限り、開催県選手は当該競技のブロック大会を

経ることなく大会に参加することができる。 
(3)  災害その他の事由により、(1)又は(2)に定める大会の予選会が予定された

日程で開催できない場合、代替日程で開催するものとし、大会開催時までに

代替日程での予選会開催が困難である場合は、代替手段により大会出場者

を選出するものとする。ただし、代替手段によって公平公正な選手選考が困

難である場合は、その旨及びその理由について、日本スポーツ協会に対し、

速やかに届け出るものとする。 
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国民体育大会における都道府県代表選手の選考に関する指針 

2020 年 7 月 17 日 
日本スポーツ協会 国民体育大会委員会 

 
 国民体育大会における都道府県代表選手の選考にあたっては、以下の内容に十分配慮す
るものとする。 
 
 
１．選考基準の明確化 

代表選手の選考にあたっては、選考人数、選考期間、選考対象大会、選考の方法、予選
会免除対象者の取扱、その他選考において考慮すべき事項について、具体的に定めた選考
基準を設定すること。 

また、選考基準については、代表選手選考団体の委員会等で決定され、具体性があり、
客観的に公平性・公正性が認められる内容であること。 

 
 

２．選考基準の周知 
選考基準については、選手・監督等の関係者に対し、通知あるいは HP 等により、広く 

確認できる方法で、余裕を持って事前に周知（公開）すること。 
 
 

３．選考基準の変更 
原則、選考期間中あるいは選考対象大会開始後に選考基準の変更を行わないこと。 

なお、やむを得ず変更を行う場合は、すみやかに、選手、監督等の関係者へ周知し、十 
分に理解を得ること。 

 
 
４．選考結果の説明責任 

選考結果については、選手・監督等の関係者に対し、通知あるいは HP 等により、広く 
確認できる方法で周知（公開）すること。 

また、選考結果に対する質問や疑義があった場合等の対応窓口を提示し、問合せ等があ
った場合は、すみやかに対応するとともに、当該者の理解が得られるよう、誠意をもって
具体的かつ明確な説明に努めるなど、適切に対応をすること。 
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No. 役職 氏名 所属 役職 区分

1 座長 柴田　益孝 岐阜県スポーツ協会 副会長 国体委員会委員／都道府県体育・スポーツ協会

2 委員 飯坂　尚登 秋田県体育協会 事務局長 国体委員会委員／都道府県体育・スポーツ協会

3 委員 三ケ田礼一 岩手県文化スポーツ部 スポーツ振興課特命課長 国体委員会委員／学識経験者

4 委員 若月　　等 全日本スキー連盟 理事 中央競技団体

5 委員 濱野　　勉 日本スケート連盟 理事 中央競技団体

6 委員 大越　孝彌 日本アイスホッケー連盟 副会長 中央競技団体

7 委員 坂本　和彦 北海道スポーツ協会 専務理事 冬季大会開催県（スキー、スケート、アイホ）

8 委員 相坂　　譲 青森県スポーツ協会 事務局次長 冬季大会開催県（スキー、スケート、アイホ）

9 委員 中島　郁雄 新潟県スポーツ協会 常務理事 冬季大会開催県（スキー）

10 委員 宮本　伸一 長野県スポーツ協会 事務局長 冬季大会開催県（スキー、スケート、アイホ）

11 委員 岡本　　規 和歌山県体育協会 事務局長 都道府県体育・スポーツ協会（冬季大会未開催県）

12 オブザーバー 大野　敬三 日本スポーツ協会 常務理事 国体委員会委員長

13 オブザーバー 成瀬　幸宏 スポーツ庁競技スポーツ課 課長補佐 スポーツ庁

国体冬季大会課題検討ワーキンググループメンバー
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2021/3/4現在

理事会・国体委員会等 ワーキング（WG）

2
0
2
0
年
度

3月
●第4回国体委員会（3/4）

●事前打ち合わせ(3月上旬)
・JSPO、NF、スポーツ庁　※各競技団体毎
○第1回WG(3月)
・冬季大会の課題の整理・確認

4月
○第2回WG(4月下旬)
・対応策の検討

5月

●第1回国体検討小委員会（5/13）

6月

●第2回国体検討小委員会（6/10）

●第1回国体委員会（6/10）

○第3回WG(6月上～中旬)
・対応策の提案・協議

7月

●第3回国体検討小委員会（7/16） ○第4回WG(7月上～中旬)
・対応策について協議

8月

●第4回国体検討小委員会（8/26）

●第2回国体委員会（8/26）

9月
◇第76回本大会(三重県)
　会期前（9/4-20）　本会期（9/25-10/5）

10月

◇第76回本大会(三重県)
　本会期（9/25-10/5）

11月

●第5回国体検討小委員会（11/12）
○第5回WG(11月中旬)
・意見聴取結果を踏まえた対応策の検討

12月

●第6回国体検討小委員会（12/9）

●第3回国体委員会（12/9）

●国体検討小委員会において協議

〇第6回WG(12月下旬）
・検討小委員会の意見を踏まえた対応策の検討

1月

●第7回国体検討小委員会（1/14）

◇第77回冬季大会(栃木県)スケート・アイホ（1/24～30）

●国体検討小委員会において協議

2月
◇第77回冬季大会(秋田県)スキー（2/17～20） ○第7回WG(2月下旬)

・検討小委員会の意見を踏まえた対応策の検討

3月

●第8回国体検討小委員会（3/3）

●第4回国体委員会（3/3） ●国体委員会において対応策について審議

国体冬季大会課題検討WGに係る取り組みスケジュール（案）

年月

2
0
2
1
年
度
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関係団体への

意見聴取

（冬季開催可能都道府

県、47都道府県体育・

スポーツ協会）

冬季開催可能の一部の都

道府県スポーツ担当部局

課長クラスを委員に委嘱



2021/3/4現在

1 座長 山本 　 浩 法政大学 教授 国体委員会委員／学識経験者

2 委員 飯坂　尚登 秋田県体育協会 事務局長 国体委員会委員／都道府県体育・スポーツ協会

3 〃 森丘　保典 日本大学 教授 国体委員会委員／学識経験者

4 〃 星野　一朗 日本卓球協会 専務理事 中央競技団体

5 〃 野友　宏則
茨城県教育庁学校教育部
保健体育課

競技スポーツ担当 先催県

6 〃 舟橋　弘晃 早稲田大学 講師 学識経験者（スポーツビジネス系）

7 〃 江藤　尚志 JR東日本スポーツ 代表取締役社長 スポーツ系企業

8 〃 山室　元史 インターブランドジャパン ディレクター マーケティング関係、コンサルティング関係

9 〃 滝澤　幸孝 日本障がい者スポーツ協会 スポーツ推進課・指導者育成課　課長 関係団体

10 〃 柳谷　直哉 日本オリンピック委員会
広報・企画部　部長
オリンピック・ムーブメント推進部　部長
東京2020開催準備室　室長

関係団体

11 オブザーバー 大野　敬三 千葉県スポーツ協会 国体委員会委員長

12 〃 成瀬　幸宏 スポーツ庁競技スポーツ課 スポーツ庁

3巡目国スポ　在り方事前検討ワーキンググループ　委員名簿

No. 役職 氏名 所属 役職 区分
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3巡目国スポに向けたロードマップ

2019.7～2022.3 2022.4～2024.3 2024.4～6 2024～ 2035～

3巡目在り方

事前検討WG

3巡目在り方

プロジェクト

3巡目在り方

決定

3巡目

開催地

決定

3巡目

開始

プロジェクト設置に向けた
・プロジェクトの編成、組織体制の検討
・検討事項の整理
・基礎調査等

資料No.10-22021.3.4 令和2年度第4回国体委員会



ジャパン・ライジング・スター・プロジェクト
（通称：J-STARプロジェクト）概要報告 日本スポーツ協会（JSPO） 2021.3.4

●第２期スポーツ基本計画および「競技力強化のための今後の支援方針（鈴木プラン）」にて、次世代アスリートの発掘・育成が
重要な課題として位置付けられ、2017年度、JSPOは、全国の将来性豊かなアスリートを発掘するためのプロジェクト「ジャパン・
ライジング・スター・プロジェクト」を開始し、2020年度は3期生の検証合宿（第3ステージ）・4期生の新規募集を実施。

●本事業は、競技人口が多い競技において、レギュラーではないが運動能力が高い選手等が、最適な競技に挑戦するマッチン
グの機会を提供するものであり、これにより、新たなタレントを開花させ、全ての関係者がWin-Winとなる関係性を目指している。

●JSPOは、JSC、JOC、JPC、スポーツ庁などの関係機関・団体等と連携して全国各地で発掘プログラムを展開。

●競技毎に、世界レベルの指導者のもと合宿形式でのトレーニング（語学、栄養、マナー研修含む）等を行うなど、本プロジェクト
を通じて、オリンピック・パラリンピック競技大会に向けて有望なアスリートを選抜し、競技団体の強化育成コースに導いている。
※本プロジェクトは、日本中体連、全国高体連、日本高野連、都道府県教育委員会、都道府県学校長会などの協力も得ている。

概要

オリンピック
競技

パラリンピック
競技 計

男性 916 130 1,046

女性 749 39 788

計 1,665 169 1,834

4期生エントリー数

独立行政法人日本スポーツ振興センター（JSC）委託事業 「アスリートパスウェイの戦略的支援（地域ネットワークを活用したアスリート育成パスウェイの整備）」

資料№11

１



※出典：JSC「ハイパフォーマンスパスウェイ」

国際大会入賞（8位以内）

国際大会9～16位

アジア大会等
国際競技大会出場

年代別代表選手・
年代別世界選手権・
ユースオリンピック出場・
年代別大陸大会出場

年代別強化指定選手・
JOCエリートアカデミー・
国際交流大会出場

地域の有望者
（国内大会8位入賞）
全国大会出場

1～3期生（2017年～2021年）NF強化育成コース進出成果報告 2021.2.28現在

1期生
（2017年～2018年）

2期生
（2018年～2019年）

3期生
（2019年～2021年）

1期生
（2017年～2018年）

2期生
（2018年～2019年）

3期生
（2019年～2021年）

ハンドボール 1名
ソフトボール 1名

30名 5名32名 10名27名 23名

ボート 2名
自転車 1名
7人制ラグビー 2名

ｳｴｲﾄﾘﾌﾃｨﾝｸﾞ1名
ハンドボール 1名

ボート 2名
ハンドボール 2名
7人制ラグビー 1名

ボート 2名

ボッチャ 1名

ﾊﾟﾜｰﾘﾌﾃｨﾝｸﾞ1名
車いすﾌｪﾝｼﾝｸﾞ1名

パラ水泳 1名

ボッチャ 2名
ﾊﾟﾜｰﾘﾌﾃｨﾝｸﾞ2名

ボッチャ 1名

ボッチャ 2名
パラ水泳 3名
ﾊﾟﾜｰﾘﾌﾃｨﾝｸﾞ1名

車いすﾌｪﾝｼﾝｸﾞ1名

陸上競技 3名
パラ水泳 3名
ﾊﾟﾜｰﾘﾌﾃｨﾝｸﾞ2名
ｱｲｽﾎｯｹｰ 4名

計 37名 39名 29名 13名 17名 36名

２



2021/3/4

正副委員長 検討小委 国体委員

R3(2021)年

4/23(金)14時 第1回理事会

5月13日(木) 14時 大会議室 第1回国体検討小委員会 ○ ○

6月4日(金) 14時 岸清一MR/大会議室 第1回国体競技運営部会 ○ ○ 6/ 3(木)14時 第2回理事会

6月10日(木) 11時 大会議室 第2回国体検討小委員会 ○ ○ 6/18(金) 定時評議員会14時(品川PH)

6月10日(木) 14時 岸清一MR/大会議室 第1回国民体育大会委員会 ○ ○ ○

7月16日(金) 14時 大会議室 第3回国体検討小委員会 ○ ○ 7/15(木)14時 第3回理事会

8月26日(木) 11時 大会議室 第4回国体検討小委員会 ○ ○ 8/13(金)インターハイ総合開会式(福井)

8月26日(木) 14時 岸清一MR/大会議室 第2回国民体育大会委員会 ○ ○ ○

【第76回国体・本大会】三重
会期前 9/4(土)～14(火)
本会期 9/25(土)～10/5(火)

11月12日(金) 14時 大会議室 第5回国体検討小委員会 ○ ○ 11/11(木)14時 第4回理事会

12月9日(木) 11時 大会議室 第6回国体検討小委員会 ○ ○

12月9日(木) 14時 岸清一MR/大会議室 第3回国民体育大会委員会 ○ ○ ○

R4(2022)年

1月14日(金) 14時 大会議室 第7回国体検討小委員会 ○ ○

1/13(木)15時 第5回理事会
【国体・冬季大会】
スケート・アイスホッケー(栃木県)
1/24(月)～30(日)

【国体・冬季大会】
スキー(秋田県)2/17(木)～20(日)

3月3日(木) 11時 大会議室 第8回国体検討小委員会 ○ ○ 3/4(金)14時 第6回理事会

3月3日(木) 14時 岸清一MR/大会議室 第4回国民体育大会委員会 ○ ○ ○

3月18日(金) 10時 GPH高輪 都道府県体育・ｽﾎﾟｰﾂ協会国体連絡会議 ○ ○

令和3（2021）年度国体会議日程（予定）

3/18(金)経営フォーラム/加盟団体代表者会
議/秩父宮記念ｽﾎﾟｰﾂ医・科学賞表彰式

期日
開始
時刻

会場 会議名 競技運営
部会員

国体委員会

出席者

都道府県
体ス協

備考
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